


 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）棚卸資産の評価方法及び評価基準 

貯蔵品：最終仕入による原価法（簿価切下げ法） 

（２）固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産：定額法 

② 無形固定資産：残存価額を零とする定額法 

（３）有価証券の評価方法及び評価基準 

時価のあるもの：期末日の市場価格に基づく時価法 

時価のないもの：移動平均法による原価法 

（４）リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス･リース取引にかかるリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法で減価償却している。 

なお、リース取引開始日が企業会計基準第 13号「リース取引に関する会計基準」の 

適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計 

処理によっている。 

（５）引当金の計上基準 

①退職給付引当金  ：従業員の退職給付に備え期末に積立てるべき必要額（就業規則

等に基づく退職要支給額）から、中小企業退職金共済制度で保

有する資産を控除した額を引当計上している。 

②役員退職慰労引当金：役員の退職時に支給される退職慰労金の支払に備え、会社内規

により計算した要支給額を 100%引当計上している。 

（６）消費税等の会計処理方法：税抜方式を採用している。 

（７）その他 

退職給付に関する事項 

期末中退共資産： １，２８６，６９０，７０５円  

   

２．貸借対照表に関する注記 

（１）支配株主に対する短期金銭債権（当期末残高）： ２，３３３，５６７，０７８円 

（２）支配株主に対する短期金銭債務（当期末残高）：     ２，３５７，０１１円 

（３）有形固定資産の減価償却累計額：３９９，３８７，９７０円 

 

３．損益計算書に関する注記 

（１）支配株主との取引高 

営業取引の当期取引高 

（イ）売上に関する当期取引高（営業収益）： ３，７７０，１７９，６７２円 

（ロ）仕入に関する当期取引高（営業費用）：        ５２５，０３７円 

 

４．一株当りの情報関係に関する注記 

一株当りの純資産額   ： １，８６６，５１２円４０銭  

一株当りの当期純利益  ：     ４８，５０９円５０銭  

  

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

  当事業年度末における種類ごとの発行済株式の数  普通株式 １，０００株 

 

６．当期純利益金額 

   ４８，５０９，５０８円 

 


